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グローバル成長企業を目指して

株主のみなさまへ
第75期 事業レポート

パーツでつなぐ
あなたとつながる
未来につなげる

　株主のみなさまには、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　この度、当社グループは2012年11月期（2011年12月1日～2012年11
月30日）を終了いたしましたので、第75期事業レポートにより、事業の概況
をご報告申しあげます。

　今後も株主のみなさまのご期待にお応えできますよう、業績向上に努めて
まいりますので、より一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげ
ます。

2013年2月 

ごあいさつ

代表取締役社長

　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの
復興需要を背景に、個人消費は緩やかながら改善の兆しも見ら
れました。しかし、依然として欧州の財政不安や米国経済の停
滞による円高の長期化、中国問題等、先行き不透明な状況が続
いております。
　このような状況の中、主に副資材を扱う当社グループにおき
ましては、新中期経営計画「グローバル成長企業を目指して」
の取り組みのもと、グローバル事業への経営資源の継続投資を
行いながら、国内市場へも更に注力し、日本、中国、ASEAN
での製造と販売をベースとするグローバル成長戦略（商圏、商
材の拡大）に取り組んでおります。5月には、カネエムダナン

（ベトナム）が竣工し、ASEAN地域での中核的な製造・物流
拠点としての役割を担い、世界で選ばれるサプライヤーを目指
しております。
　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高315億2千1百
万円（前年同期比1.3%増）、営業利益13億8千9百万円（前
年同期比7.7%減）、経常利益14億5百万円（前年同期比

　当社グループでは、「グローバル成長企業を目指して」のコー
ポレートスローガンのもと中期経営計画を実践しております。
グローバルな販売網・生産拠点の拡充、グローバル経営を支え
る内部体制の構築を着実に推進することで、ASEAN・中国・
欧米拠点を中心とした海外での事業を加速させ、事業規模拡大
を要とした成長戦略を実行してまいります。
　同時に引き続き国内パートナー企業との連携強化を図り、再
編成いたしましたアパレルコンポーネント、プロダクト、輸送
の各事業本部による提案型営業により高付加価値商品の市場を
深耕してまいります。さらに積極的なIR・PR活動の実施や事
業開発及びM＆Aを含めた投資を進め、経営基盤の強化を図っ
てまいります。

業績の概況

2013年11月期の見通し

5.1%増）、当期純利益7億8千7百万円（前年同期比45.3%
増）となりました。



財務ハイライト

セグメント別概況
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アジア

欧　米

主な拠点（連結子会社）
モリト株式会社　エース工機株式会社　カラーファスナー工業株式会社　株式会社スリーランナー

主な拠点（連結子会社）
摩理都實業（香港）有限公司　摩理都工貿（深圳）有限公司　台湾摩理都股份有限公司
佳耐美国際貿易（上海）有限公司　KANE-M DANANG CO.,LTD.

主な拠点（連結子会社）
KANE-M, INC.　MORITO（EUROPE）B.V.

●フットケア商品の増加
●自動車内装品関連の震災反動増
●作業服用付属品の震災反動減

●自動車内装品（シートバックネット）の増加
●欧州危機によりワーキングウェアパーツの減少

●医療関係ステンレススナッパーが好調
●アウター・ワーキングウェアが低調
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連結財務データ

①保温ミッドインナー・HEATFEEL ②カーマットエンブレム

中間期にもご紹介しました、ネッククーラー
バンドと同様に、今冬も節電意識の高まり
を受け、保温ミッドインナー・HEATFEEL
等の保温・防寒商品の販売が好調でした。
今後も商品展開を増やし、みなさまの快適
な暮らしのお手伝いができる季節商品の販
売に力を入れてまいります。

国内自動車メーカー向けのカーマットに取り付けられ
る、金属製エンブレムのシェア拡大により、本年度も
引き続き売上が好調でした。日本以上に車への依存度
の高い欧米を中心に、海外の現地自動車メーカーへの
展開も期待ができる商品です。

売れ筋商品

モリト総合展2012開催

2012 年 11 月、今回で 5 回目となるモリト総合展 2012 を大阪、
名古屋、東京にて10年ぶりに開催いたしました。
今回のテーマ「パーツでつなぐ あなたとつながる 未来につなげる」
のもと、モリトの“ 今 ”をご紹介し、おかげさまで、4,000 人を超
える方にご来場をいただきました。
今後も新たな価値創造、付属品の立場から考えた新しい製品のアイデ
アをご提案し続けてまいります。

上海展示会に出展

2012 年 10 月 23 日～ 25 日の三日間　上海にて「インターテキ
スタイル」が開催され、連結子会社カネエム上海が出展いたしました。
服飾資材関連事業・生活産業資材関連事業ともに精力的にアピールし
ました。
多数のお客様がモリトブースにご来場いただき、活気あるアジアの市
場性を実感いたしました。今後もグローバル成長企業を目指し、世界
各国のお客様との接点を大切にしてまいります。

野村 IR個人投資家フェア2012に出展

2012年12月14日～15日の二日間　東京国際フォーラムにて「野
村IR個人投資家フェア2012」が開催され、弊社も出展いたしました。
ブース内にて会社説明会などを行い、個人投資家のみなさまへモリト
を知っていただけるようアピールしました。本年は、みなさまもよく
ご存じのとおり、東証・大証の合併もあり、より多くのみなさまへモ
リトを知っていただける良い機会と考え、今後も積極的に IR 活動を
行ってまいります。

（ネッククーラーバンド）

トピックス
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連結貸借対照表（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書（自 2011年12月１日　至 2012年11月30日）（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書（自 2011年12月１日　至 2012年11月30日） 主要経営指標

連結損益計算書（単位：百万円）

科　目 前　期 当　期 増　減（2011年11月30日現在）（2012年11月30日現在）

資産の部

流動資産 18,434 19,269 834

固定資産 13,253 13,507 253

　有形固定資産 8,252 8,456 203

　無形固定資産 62 284 222

　投資その他の資産 4,939 4,766 △173

資産合計 31,688 32,777 1,088

負債の部

流動負債 5,417 5,483 66

固定負債 2,384 2,404 20

負債合計 7,802 7,888 86

純資産の部

純資産合計 23,886 24,889 1,002

負債純資産合計 31,688 32,777 1,088

科　目 株主資本合計 その他の包括利益累計額合計 少数株主持分 純資産合計

2011年12月1日残高 25,446 △1,597 37 23,886
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △240 △240
当期純利益 787 787
自己株式の取得 △49 △49
土地再評価差額金の取崩 31 31
新規連結による変動額 △46 △46
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 556 △37 519

連結会計年度中の変動額合計 483 556 △37 1,002
2012年11月30日残高 25,929 △1,040 ー 24,889

科　目
前　期

自 2010年12月  1日
至 2011年11月30日

当　期
自 2011年12月  1日
至 2012年11月30日

増　減

売上高 31,116 31,521 404

　売上原価 22,994 23,393 398

売上総利益 8,122 8,128 6

　販売費及び一般管理費 6,615 6,738 122

営業利益 1,506 1,389 △116

　営業外収益 182 241 59

　営業外費用 351 225 △125

経常利益 1,337 1,405 68

　特別利益 66 220 153

　特別損失 314 301 △13

税金等調整前当期純利益 1,088 1,323 235

　法人税、住民税及び事業税 509 591 81

　法人税等調整額 30 △58 △88

少数株主損益調整前当期純利益 547 790 242

　少数株主利益 5 2 △2

当期純利益 542 787 245

（ ）（ ）

2011年１２月
期首残高

5,067

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
に係る換算差額

新規連結に伴う現金及び
現金同等物の増加額

1,053

△170

△347

2012年１１月
期末残高

5,771

29 138

（単位：百万円） 2011年
11月期

2012年
11月期

1株あたり当期純利益 37.05円 54.20円

1株あたり純資産額 1,638.29円 1,718.15円

1株あたり配当金（年間配当） 16.00円 17.00円

配当性向 43.2% 31.4%

自己資本比率 75.3% 75.9%

純資産配当率（DOE） 1.0% 1.0%

自己資本当期純利益率（ROE） 2.3% 3.2%
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取締役及び監査役の状況

代表取締役社長 與 田 邦 男

取締役副社長 大 山 修 平 （2012年12月1日付　昇任）

専務取締役 河 原 正 彦 （2012年12月1日付　昇任）

常務取締役 一 坪 隆 紀

取締役 片 岡 信 行 宮 本 和 哉 木 本 正 人

監査役（常勤） 山 田 　 歩

監査役（社外） 松 本 光 右 小 林 佐 敏

会社の概要

商号 モリト株式会社

（英文表記） MORITO CO., LTD.

創業 1908（明治41）年6月1日

設立 1935（昭和10）年12月17日

資 本 金 3,532,492,000円

従業員数 （連結）1,230名　（単独）,295名 

事業内容 ハトメ・ホック・面ファスナーなどの服飾付属品やカ
メラ資材、自動車内装資材、靴用品の企画・開発など
生活にかかわるパーツを幅広く世界的に製造・販売

大阪本社 大阪府大阪市

東京事業所 東京都台東区

名古屋事業所 愛知県名古屋市

神戸事業所 兵庫県神戸市

福山事業所 広島県福山市

札幌営業所 北海道札幌市

岐阜営業所 岐阜県岐阜市

四国営業所 香川県東かがわ市

九州営業所 福岡県福岡市

主要な事業所

連結子会社

摩理都實業（香港）有限公司 中国香港

摩理都工貿（深圳）有限公司 中国広東省

台湾摩理都股份有限公司 台湾台中市

佳耐美国際貿易（上海）有限公司 中国上海市

KANE-M, INC. アメリカ　ニュージャージー州

MORITO（EUROPE）B.V.　 オランダ　ロッテルダム

KANE-M DANANG CO.,LTD. ベトナム　ダナン

エース工機株式会社 東京都台東区

カラーファスナー工業株式会社 神奈川県座間市

株式会社スリーランナー 東京都台東区

発行可能株式総数 … ………………………………………40,000,000 株

発行済株式の総数 … ………………………………………15,400,000 株

総議決権数 … ……………………………………………………  14,431 個

株主数 … …………………………………………………………… 1,019 名

（議決権を有する株主数） … ………………………………………… 743 名

株式の状況

大株主の状況

所有者別分布

株価の推移

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

モリト共栄会 1,324 9.14
株式会社クラレ 1,162 8.02
明治安田生命保険相互会社 900 6.21
カネエム工業株式会社 891 6.15
株式会社みずほ銀行 723 4.99
モリト社員持株会 498 3.44
株式会社卑弥呼 472 3.26
粟根　宏明 315 2.18
山口　光弘 314 2.17
山口　君子 275 1.90

※�当社は自己株式914,008株を保有しておりますが、上記大株主から除いてお
ります。
※持株数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
※持株比率は自己株式914,008株を控除して計算しております。
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財務ハイライト

セグメント別概況

この事業レポートは、環境に配慮し、植物油インキ
を使用しております。

発行／モリト株式会社　
〒541-0054　大阪市中央区南本町4丁目2番4号
TEL：06-6252-3551
ホームページアドレス　http://www.morito.co.jp/

上場取引所 株式会社大阪証券取引所　
市場第二部

証券コード 9837

事業年度 毎年12月1日から翌年11月30日まで

定時株主総会 毎年2月

配当基準日 期末配当金 11月30日、
中間配当金 5月31日

単元株式数 1,000株

単元未満株式の
買取・買増請求

単元未満株式（1,000株未満の株式）
は株式市場では売買することができ
ません。
当社では単元未満株式の買取制度お
よび買増制度を設けております。
買取･買増請求は、お取引の証券会社
または特別口座の口座管理機関にお
いて受け付けています。（手数料は無
料です。）

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所
（お問い合わせ先）

〒541-8502 
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　
大阪証券代行部

■ 株式に関するお手続用紙のご請求について
・証券会社に口座をお持ちの場合
　お取引の証券会社までお問い合わせください。
・特別口座に記録された株式の場合
　（証券会社に口座のない場合）

株式に関するお手続用紙（届出住所等の変更届、配当金
振込指定書、単元未満株式買取・買増請求書等）のご請
求につきましては、以下のお電話およびインターネットに
より24時間受け付けておりますので、ご利用ください。

・電話（通話料無料）
0120-244-479（本店証券代行部）
0120-094-777（大阪証券代行部）

・インターネットホームページ
http://www.tr.mufg.jp/daikou/

公告方法 電子公告とする。ただし、事故その他
やむを得ない事由によって電子公告
による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主メモ

2013年４月１日より
単元株式数が

変更となります。
100株から株式の売買が可能です。

投資家のみなさまに、より投資しやすい環境を整
えることで、当社株式の流動性の向上及び投資家
層のさらなる拡大を図るとともに全国証券取引所
が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」
の趣旨に鑑み、単元株式数を見直し、2013年4月
1日より、単元株式数を1,000株から100株に変
更いたします。

※�単元株式数の変更に伴い、2013年4月1日をもって、大阪証券取引所における売買単位も1,000株から100株に変
更いたします。

※なお、株主のみなさまにおかれましては、一切の手続きは不要です。


